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（単位：円）

当年度 公益目的事業会計 収益目的事業会計 法人会計

Ⅰ資産の部

　　　１　流動資産

　　　　　　現金預金 80,278,591 28,664,168 44,940,290 6,674,133

　　　　　　未収金 260,241,561 259,383,561 858,000 0

　　　　　　前払金 1,732,091 1,606,725 47,104 78,262

　　 　　　　　　　流動資産合計 342,252,243 289,654,454 45,845,394 6,752,395

　　　２　固定資産

　　　　　　基本財産 40,000,000 40,000,000 0 0

　　　　    　　　　基本財産計 40,000,000 40,000,000 0 0

　　　　　　特定資産

　　　　　　　退職給付引当預金 22,771,278 19,090,008 2,457,236 1,224,034

　　　　　　　　特定資産合計 22,771,278 19,090,008 2,457,236 1,224,034

　　　　　　その他の固定資産

　　　　　　　建物付属設備 16,809,681 16,809,681 0 0

　　　　　　　什器備品 20,041,658 20,041,658 0 0

　　　　　　　敷　　　金 5,484,432 5,030,442 126,270 327,720

  　　　　　その他の固定資産計 42,335,771 41,881,781 126,270 327,720

　　　　　　　　　固定資産合計 105,107,049 100,971,789 2,583,506 1,551,754

　　　　　　　　　　　資産合計 447,359,292 390,626,243 48,428,900 8,304,149

Ⅱ負債の部

　　　１　流動負債

　　　　　　未払金 361,296,907 338,793,922 21,588,743 914,242

　　　　　　前受金 0 0 0 0

　　　　　　預り金 3,848,185 3,645,012 106,419 96,754

　　　　　　　　流動負債合計 365,145,092 342,438,934 21,695,162 1,010,996

　　　２　固定負債

　　　　　　退職給付引当金 22,771,278 19,090,008 2,457,236 1,224,034

　　　　　　　　固定負債合計 22,771,278 19,090,008 2,457,236 1,224,034

　　　　　　　　　　負債合計 387,916,370 361,528,942 24,152,398 2,235,030

Ⅲ正味財産の部

　　　正味財産

　　　　　正味財産 59,442,922 29,097,301 24,276,502 6,069,119

　　　　　負債及び正味財産合計 447,359,292 390,626,243 48,428,900 8,304,149

貸 　　    借　  　   対  　　   照 　　   表  

（内　　　　訳   　  表 ）

令和８年３月３１日現在

科　　　　　　　　　　目
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（単位：円）

Ⅰ  一般正味財産増減の部

 1. 経常増減の部

  (1) 経常収益

   ①  基本財産運用益 5,736 544 5,192

       基本財産受取利息 5,736 544 5,192

   ②  特定資産運用益 6,308 19,557 △13,249

       特定資産受取利息 6,308 19,557 △13,249

   ③  受取会費 9,230,400 9,234,000 △3,600

       正会員受取会費 9,230,400 9,234,000 △3,600

   ④  受取補助金等 10,185,000 10,185,000 0

       受取民間補助金 10,185,000 10,185,000 0

   ⑤  受講料収益 0 0 0

       受取受講料 0 0 0

   ⑥  事業収益 559,144,008 537,784,918 21,359,090

       航行安全支援事業収益 416,423,008 369,449,300 46,973,708

       調査研究事業収益 103,913,000 151,457,500 △47,544,500

       特定調査研究事業収益 38,808,000 16,878,118 21,929,882

   ⑦  受取寄附金 0 0 0

   ⑧  雑収益 205,504 46,748 158,756

       受取利息収益 205,218 46,748 158,470

       雑収益 286 0 286

     経常収益計 578,776,956 557,270,767 21,506,189

  (2) 経常費用 　 　

   ①  事業費 548,722,509 538,428,990 10,293,519

       役員報酬 14,857,818 17,784,000 △2,926,182

       給料手当 174,567,163 164,066,055 10,501,108

       臨時雇賃金 36,288,515 32,397,836 3,890,679

       通勤手当 13,409,702 12,448,600 961,102

       福利厚生費 29,075,477 28,764,849 310,628

       退職給付費用 4,129,170 4,167,664 △38,494

       会議費 8,626,336 7,871,969 754,367

       旅費交通費 50,074,476 53,924,277 △3,849,801

       諸謝金 9,228,450 10,297,694 △1,069,244

       修繕費 55,000 1,702,445 △1,647,445

       役務費 8,369,302 3,352,622 5,016,680

       減価償却費 11,298,890 9,534,942 1,763,948

       消耗品費 13,135,662 12,513,596 622,066

       賃借料 24,850,358 26,906,487 △2,056,129

       保険料 224,440 206,936 17,504

       通信運搬費 6,181,156 6,378,770 △197,614

       印刷製本費 4,943,914 4,492,515 451,399

（総　　括　　表）

令和7年4月1日 から 令和8年3月31日 まで

　　　科　　　　　　　　目

正　味　財　産　増　減　額　計　算　書

当年度 前年度 増  減
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       光熱水料費 3,012,157 3,063,357 △51,200

       委託費 98,813,000 103,820,158 △5,007,158

       租税公課 27,701,032 24,603,040 3,097,992

       支払利息 4,608,842 4,966,448 △357,606

       雑費 5,271,649 5,164,730 106,919

   ②  管理費 13,179,581 15,204,847 △2,025,266

       役員報酬 1,423,850 316,000 1,107,850

       給料手当 3,307,040 5,460,506 △2,153,466

       臨時雇賃金 360,000 674,400 △314,400

       通勤手当 144,067 214,708 △70,641

       福利厚生費 702,040 931,575 △229,535

       退職給付費用 202,506 256,274 △53,768

       会議費 1,201,983 1,170,968 31,015

       旅費交通費 1,127,390 1,472,200 △344,810

       諸謝金 1,508,799 1,246,300 262,499

       修繕費 0 0 0

       役務費 226,020 302,088 △76,068

       減価償却費 0 0 0

       消耗品費 683,502 807,958 △124,456

       賃借料 1,195,225 1,186,199 9,026

       保険料 2,650 130,994 △128,344

       通信運搬費 183,234 201,043 △17,809

       印刷製本費 51,498 46,222 5,276

       光熱水料費 222,890 170,957 51,933

       租税公課 568,308 589,200 △20,892

       雑費 68,579 27,255 41,324

     経常費用計 561,902,090 553,633,837 8,268,253

      当期経常増減額 16,874,866 3,636,930 13,237,936

 2. 経常外増減の部

  (1) 経常外収益 0 349,999 △349,999

       固定資産売却益 0 349,999 △349,999

     経常外収益計 0 349,999 △349,999

  (2) 経常外費用 2,865,839 980,304 1,885,535

       借入金支払利息 1,210,336 918,483 291,853

       固定資産除却損 1,655,503 61,821 1,593,682

     経常外費用計 2,865,839 980,304 1,885,535

      当期経常外増減額 △2,865,839 △630,305 △2,235,534

  　他会計振替額 0 0 0

　　税引前当期一般正味財産増減額 14,009,027 3,006,625 11,002,402

　　法人税、住民税及び事業税 1,032,100 799,300 232,800

      当期一般正味財産増減額 12,976,927 2,207,325 10,769,602

      一般正味財産期首残高 46,465,995 44,258,670 2,207,325

      一般正味財産期末残高 59,442,922 46,465,995 12,976,927

Ⅱ  指定正味財産増減の部

      当期指定正味財産増減額

      指定正味財産期首残高

      指定正味財産期末残高

Ⅲ  正味財産期末残高 59,442,922 46,465,995 12,976,927

　　　科　　　　　　　　目 当年度 前年度 増  減
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1 継続事業の前提に関する注記

継続事業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況は存在していない。

2 重要な会計方針

（１）　「公益法人会計基準」（平成20年4月11日、平成21年10月16日改正　内閣府公益認定等委員会）を

　　採用している。

（２）　固定資産の減価償却の方法

　　　 建物付属設備は定額法、什器備品は定率法により減価償却を実施している。

（３）　引当金の計上基準

　　　 退職給付引当預金・・・・・期末退職給与の要支給額に相当する金額を計上している。

（４）　消費税等の会計処理

　　　 消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

3 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

　　　　（単位：円）

4 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

　　　　（単位：円）

5 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

　　　　（単位：円）

その他の固定資産

　　　　　建物付属設備

　　　　　什器備品
合　　　　　　　計 141,883,749 105,032,410 36,851,339

科　　　　　　　目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高

103,081,939 83,040,281 20,041,658

38,801,810 21,992,129 16,809,681

40,000,000

22,771,278

科　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額

0

4,331,676

当期末残高

基本財産

0 0　　定期預金 40,000,00040,000,000

小　　　　　計

特定資産
　　退職給付引当資産

40,000,000

19,161,603

0

722,001

　（うち負債に対応す
る額）

22,771,278

62,771,278

小　　　　　計

合　　　　　計 722,001

19,161,603 722,001

科　　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

59,161,603

4,331,676

4,331,676

基本財産

　　定期預金 40,000,000 (0) (40,000,000) ―

合　　　　　計 62,771,278 (0) (40,000,000) (22,771,278)

財務諸表に対する注記

小　　　　　計 22,771,278 (0) 0 (22,771,278)

　　退職給付引当資産 22,771,278 (0) (0) (22,771,278)

小　　　　　計 40,000,000 (0) (40,000,000) ―

特定資産
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6 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

　　　　（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高
貸借対照表上
の記載区分

補助金

海域別海難防止
事業補助金

公益財団法人
日本海事センター

0 ―

0

7 その他

当法人は内閣府より平成25年3月19日付（府益担第2837号）を以って公益社団法人として認定を受け、

平成25年4月1日より公益社団法人　西部海難防止協会に移行している。

合　　　　　　　計 10,185,000 10,185,000 0

当期増加額 当期減少額 当期残高

10,185,000 10,185,000 0
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（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産）

現金預金 現金 

本部事務所 運用資金として 10,406

鹿児島支部事務所 同上 40,074

那覇事務所 同上 3,851

普通預金

北九州銀行　門司支店　普通預金0089972 運用資金として 70,584,895

北九州銀行　門司支店　普通預金5042769 同上 6,370,909

鹿児島銀行　本店 同上 40,890

琉球銀行　安謝支店 同上 256,300

ゆうちょ銀行(門司港郵便局） 同上 2,968,825

福岡銀行　門司支店 同上 512

西日本シティ銀行　北九州支店 同上 1,929

（現金預金計） 80,278,591

未収金 九州地方整備局ほか10件 支援業務に係る未収金等 260,241,561

前払金 ㈱小倉興産ほか13件 本部事務所に係る前払家賃ほか 1,732,091

342,252,243

（固定資産）

　基本財産 定期預金 北九州銀行　門司支店 10,000,000

西日本シティ銀行　北九州支店 10,000,000

福岡銀行　門司支店 20,000,000

（基本財産計） 40,000,000

　特定資産 退職給付引当資産 北九州銀行　門司支店　定期預金5079152
役職員に対する退職金の支払いに備えた
もの

19,161,603

北九州銀行　門司支店　普通預金0089972 同上 3,609,675

（特定資産計） 22,771,278

その他固定資産 建物付属設備 本部会議室及び支援業務室等 
公益目的事業を遂行するために必要な内
装改修工事等を実施し事業用として使用

16,809,681

什器備品 監視カメラほか100点
公益目的事業を遂行するために必要な装
備品及び備品であり、公益事業用として使
用

20,041,658

敷金 郵船不動産㈱ほか3件 事務所等に係る敷金 5,484,432

（その他固定資産計） 42,335,771

105,107,049

447,359,292

（流動負債）

未払金 日本年金機構ほか37件 社会保険料ほか 361,296,907

預り金 役職員厚生・健保ほか4件 社会保険料（厚生健保等） 3,848,185

365,145,092

（固定負債）

退職給付引当金 役職員
役職員に対する退職金の支払いに備えた
もの

22,771,278

22,771,278

387,916,370

59,442,922

資産合計

流動負債合計

固定負債合計

負債合計

正味財産

固定資産合計

財　　産　　目　　録

令和８年3月31日現在

貸借対照表科目

流動資産合計

当協会の業務遂行のために保有する
基本財産の定期預金
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1 基本財産及び特定資産の明細
基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記３「基本財産及び特定資産の増減額及び
その残高」及び注記４「基本財産及び特定資産の財源等の内訳」に記載しているため省略する。

2 引当金の明細
（単位：円）

目的使用 その他

退職給付引当金 19,161,603 4,331,676 722,001 0 22,771,278

（注）計上の理由及び金額の算定方法は、財務諸表に対する注記２「重要な会計方針」に記載のとお
　　　りである。

附　属　明　細　書

期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
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監 査 報 告 書

令和8年5月20日

公益社団法人 西部海難防止協会

会 長 佐 藤 元 洋 殿

公益社団法人 西部海難防止協会

監事

監事 ／い汀式パ霞

監事 〗片齋□ ｀

私たち監事は、 令和8年5月2 0日に、 令和7年4月1日から令和8年3月

3 1日までの令和7年度における会計及び業務の監査を行いました。

その結果につき、 次のとおり報告します。

1 監査の方法の概要

会計監査については、 会計帳簿及び関係書類の閲覧等により計算書（貸借

対照表、 正味財産増減額計算書（内訳書を含む。））及び付属明細書並びに財

産目録の正確性を検討しました。

また、 業務監査については、 業務の報告を徴収し、 業務執行の妥当性を検

討しました。

2 監査意見

(1)計算書類及びその付属明細書並びに財産目録は法人の財産及び損益の状況

を適正に表示していると認めます。

(2)事業報告の内容は、 真実であると認めます。
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